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平成 29 年度事業報告 

 

 

１ 市長会議等の開催 

各都市間の連絡協調を図り、都市に関する諸般の事項を調査研究して、市行政の円滑

な運営と進展に資するため、次のとおり市長会議等を開催した。 

 

 

（１） 定例市長会議 

ア 第１回市長会議（平成29年５月11日 神奈川自治会館） 

 【協議事項】 

「関係団体役員の推薦について」ほか１件。 

【報告事項】 

「全国市長会役員及び全国市長会関東支部役員の推薦について」ほか８件。 

イ 第２回市長会議（平成29年７月27日 リコーテクノロジーセンター） 

【協議事項】 

「神奈川県市長会役員等の選任について」ほか６件。 

【報告事項】 

「平成30年度国の施策及び予算に関する提言（春季）について」ほか６件。 

  ウ 第３回市長会議（平成29年11月13日 横須賀市役所） 

   【協議事項】 

「関係団体役員の推薦について」ほか１件。 

【報告事項】 

「市長会事務局への市退職者等の受入について」ほか３件。 

  エ 第４回市長会議（平成30年２月６日 神奈川自治会館） 

   【協議事項】 

「平成30年度事業計画(案）及び予算(案）について」ほか６件。 

【報告事項】 

「市長会事務局の職員体制について」ほか４件。 

（２）正副会長会議 

定例市長会議に先立ち、市長会議について事前に協議。 

（３）常任理事会 

定例市長会議に先立ち、市長会議に付議する議案を審議。 

（４）正副会長・部会長会議の開催（平成29年8月29日 神奈川自治会館） 

   平成30年度神奈川県の施策・制度・予算に関する要望事項を協議。 

（５）監査の実施（平成29年6月30日 鎌倉市役所・三浦市役所） 

「平成28年度一般会計歳入歳出決算（案）について」ほか３件の審査。 

    

 

２ 部会等の開催 

本会より委任又は諮問された事項を審議及び処理するため、次のとおり部会等を開催

した。 

（１）総務部会 

 定例市長会議に先立ち、市長会議に付議する議案等について４回開催。（平成29 

年４月18日・７月６日・10月23日・平成30年１月18日） 



                

 

（２）部会合同会議 

  ア 第１回部会合同会議（平成29年７月20日 神奈川自治会館） 

平成30年度神奈川県の施策・制度・予算に関する要望について、要望文案の 

総合調整を行った。 

  イ 第２回部会合同会議（平成30年２月19日 神奈川自治会館） 

  平成31年度国の施策及び予算に関する提言について、要望文案の総合調整を 

行った。 

 

 

３ 調査研究事業 

（１）部会調査研究会の開催 

   日時及び場所：平成 29年７月６日、神奈川自治会館 

   テ ー マ：公職選挙法に係る留意点等について 

   講  師：川崎市選挙管理アドバイザー 小島勇人 氏 

（２）情報の収集・提供等 

全国市長会をはじめ他都道府県市長会及び関係諸団体等と連絡を密にし、各種の

情報や資料の収集提供を行った。 

ア 県市情報連絡会議等 

都市行政の円滑な運営と進展に資するため、本会と県との意見交換会等を実施し、

県主催の市長会議等に参加した。 

  （ア）県主催市長会議（平成29年５月11日 神奈川自治会館） 

「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会及びラグビーワールドカップ 

2019に向けた取組について」ほか３件について、県知事から説明があり、その後、 

意見交換会を実施した。 

  （イ）知事と市町村長との意見交換会（平成30年２月６日 県庁） 

    「平成30年度当初予算案の概要について」ほか８件は、県知事から説明があった。 

イ 全国市長会、関東支部主催の諸会議等への参加 

（ア）全国市長会主催の諸会議等への参加 

〇 第87回全国市長会議（平成29年６月7日 ホテルニューオータニ） 

【協議事項】 

「各支部提出議案の審議経過及び結果報告について」ほか５件。 

【報告事項】 

「全国市長会決算報告」ほか１件。 

  〇  その他、理事・評議員合同会議等（９回）に併せて参加した。 

（イ）全国市長会関東支部主催の諸会議等への参加 

〇 第106回総会（平成29年５月18日 甲府富士屋ホテル） 

【協議事項】 

「都県市長会提出議案について」ほか４件。 

【報告事項】 

次期総会主催市：太田市  

〇 その他、役員会及び正副支部長等会議等（５回）に併せて参加した。 

  

（３）要望活動 

各都市が諸施策を講じるため、国・県その他の機関と連絡調整を図り、必要に応じ

て要望活動等を実施した。 



                

ア 国への要望（全国市長会） 

（ア）平成30年度国の施策及び予算に関する提言（春季分） 

第87回全国市長会議が開催され、要望事項を審議・採択したので、次の要望項

目を提出した。 

【要望項目】 

 「真の分権型社会の実現のための改革の推進と都市行財政の充実強化について」 

  ほか４項目。 

（イ）平成30年度国の施策及び予算に関する提言（秋季分） 

全国市長会理事・評議員合同会議（平成29年11月16日）が開催され、要望事項 

    を審議・採択したので、次の要望項目を提出した。 

【要望項目】 

 「福祉行政と地域保健医療対策の充実強化について」ほか４項目。 

   （ウ）平成31年度国の施策及び予算に関する提言（春季分） 

本会が取りまとめた要望項目を関東支部に提出した。（平成30年３月15日）。 

【要望項目】 

 「教育・文化行政の推進について」ほか４項目。 

 

イ 本会独自の国への要望 

（ア）平成30年度国の施策及び予算に関する提言（平成29年５月29日提出） 

牧島衆議院議員、自由民主党神奈川県支部連合会の竹内幹事長、公明党神奈川 

    県支部の上田衆議院議員、民進党神奈川県総支部連合会の後藤衆議院議員に要望 

    書を提出。その他、県内選出国会議員及び関係大臣に提出した。 

 

（イ）平成30年度国の施策及び予算に関する提言（平成29年11月9日提出） 

     関係大臣・自由民主党神奈川県支部連合会、公明党神奈川県本部及び県内選出 

    国会議員に提出した。 

 

ウ 県への要望 

 平成30年度県の施策・制度・予算に関する要望（平成29年８月29日提出） 

神奈川県知事及び神奈川県議会の正・副議長に要望書を提出し支援と協力を要請。 

 

エ 緊急要望等 

（ア）平成30年度都市税財源の充実確保についての緊急要請 

（平成29年11月20日提出） 

全国市長会から緊急要請があり、県内選出国会議員に提出した。 

（イ）朝鮮民主主義人民共和国の弾道ミサイル発射及び核実験に対する緊急抗議 

              （平成29年８月29日、９月３日、９月15日実施） 

神奈川県知事及び神奈川県町村会会長との３者連名で朝鮮民主主義人民共和 

国朝鮮労働党委員長に対し、緊急抗議を実施した。 

（ウ）ゴルフ場利用税の堅持を求める緊急要望     （平成29年12月１日提出） 

神奈川県知事及び神奈川県町村会会長との３者連名で県内選出国会議員に提出

した。 

 

 



                

 

（４）行政関係諸団体への協力 

ア 関係団体役員の推薦 

平成29年度任期満了等に伴う役員の推薦：31件（関係団体は47団体） 

イ 各種団体事業の後援 

平成29年度第１回～第４回市長会議までに報告した後援件数：15件 

 

 

４ 表彰・褒章・慶弔等 

（１）表 彰 

   ア 本会の表彰規程に基づき、第 1 回市長会議（平成 29 年５月 11 日）において、

次の市長を表彰した。 

   ・表 彰 者 ：秦野市長 古谷義幸 

   ・表彰の種類：永年勤続功労者表彰（市長在職 12年） 

     イ 全国市長会の表彰規程に基づき、次の市長を推薦した。 

・表 彰 者 ：秦野市長 古谷義幸 

   ・表彰の種類：永年勤続功労者表彰（市長在職 12年） 

 

（２）褒章・慶弔等 

本会の代表者が県内外の諸会議・諸行事に出席したほか、慶事・弔事に対し、46件 

の電報等を贈呈した。 

 

 

５ その他 

（１）「災害時における家屋被害認定調査等への協力に関する協定」の締結 

                        （平成29年9月21日締結日） 

本会の会長、神奈川県知事、神奈川県町村会会長及び神奈川県土地家屋調査士会会 

長が「災害時における家屋被害認定調査等への協力に関する協定」を締結した。 

（２）各種共済保険事業の周知・加入促進 

ア 全国市長会共済保険事業の説明会 

（ア）平成29年９月７日 損害保険ジャパン日本興亜(株)横浜ビル 

・防災・減災費用保険、市民総合賠償補償保険など。 

（イ）平成29年11月８日 神奈川自治会館 

    ・団体定期保険制度、任意共済制度など。 

イ 全国都市職員災害共済事業の説明会（平成29年９月15日 神奈川自治会館） 

・火災共済事業、自動車共済事業など。 

 

（３）東日本大震災及び平成28年熊本地震に係る職員派遣申出の取りまとめ 

  ア 平成29年度東日本大震災に対する職員派遣     24名 

  イ 平成30年度東日本大震災に対する職員派遣     18名 

ウ 平成30年度「平成28年熊本地震」に対する職員派遣 ６名 

 

 


